




学 位 論 文 の 要 旨 
 
 




                           氏 名  真 次   一 満 





















































出額は、2017 年で約 400 億円と全国の約１～２割弱を占める。そのうちの約３割の約 123 億円














企業 18 社、学校 6 校、病院 4 施設、介護施設 2 件の計 30 カ所へ、魚食提供が現状以上に増や
せるかどうか、増やせる場合の具体的な方策を提示するため、聞き取り調査を実施した。調査結
果では、社員食堂はほぼ外部に委託され、半数以上が２～３回/週の頻度で魚食を提供しているが、
魚食の食材は、冷凍輸入品に依存していることが明らかとなった。したがって、企業の社員食堂
において、現状以上に魚食提供を増やせたとしても、国産水産物の消費拡大には繋がらないこと
が分かった。一方、病院や介護施設を直営と回答したところの食材調達先が近隣の鮮魚店である
ことが分かった。介護施設では、魚食は、ほぼ毎日かなりの配分で提供されており、調理も、焼
く、煮る、炒めると幅広く、中でも煮物が多い。また、特養や老健施設において、顧客サービス
として重きを置くのが食事である。中でも高齢者に人気の魚食には鮮度の良い食材を調達する傾
向にある。特に九州地域は離島が多いという地理的特徴も反映し、魚への要求レベルが高いこと
から、出来る限り地元産の魚食材が提供されている。今回の調査結果から、条件さえ整えば、特
養や老健等の介護施設で、今後、国産ひいては地元産の魚食提供を増やすことは可能との結果が
得られた。 
第７章の結論では、我が国の水産物消費低迷の要因を消費者の魚離れに求める研究が多いが、
水産物の供給側において、水産資源が同一魚種で大量確保できないと、加工度の高い水産物の製
造コストは嵩むため、こうした条件を満足する輸入冷凍水産品は国産に比べて調達され易いこと
を、本稿では給食施設の食材調達の事例から明らかにした。また、水産物輸出が伸びない理由の
一つに、輸出制度が生鮮に対応していないことが明らかにした。時間と距離を超越できる冷凍水
産物は、世界中の競争相手と同じ市場を共有する。このため、世界価格が高くなれば、いわゆる
買い負けが発生し易くなる可能性がある。我が国の水産業の低迷は、国産の水産資源が希少にな
りつつあるため、大量加工ができず、人件費等の生産コストでは輸入品に勝てない状況にある。
輸出において解決の糸口を見出す上で、生鮮輸出等で海外産の冷凍水産物との競争に巻き込まれ
ぬよう、輸出先国へのコールドチェーンの整備や生鮮輸出に対応した迅速な輸出手続きの整備に
より、輸出増を後押しできる余地がある。輸入については、冷凍水産物の場合、国産は価格面で
割高となっており、海外の旺盛な水産物需要が今後も続くならば、国内の水産物原料の調達に支
障をきたすことが予想される。 
冷蔵・冷凍技術の進展が、わが国の水産物流通にどのような影響を与えてきたのかに関しては、
今後の課題として検討をしていく。 
